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高校の学校組織特性が教師とス クー ル カウ ン セ ラー の連携に及ぼす影響

瀬　戸　健　
一 1

　本研究 で は，ス ク
ー

ル カ ウ ン セ ラーの 実効性ある連携 を探索す るた め に，質問紙調査 に よる検討 を行 っ

た 。 ス クール カ ウ ン セ ラー配置経験校 9校の 教師231名を対象 と す る 質問紙 は，以下 の 4 つ の内容を 含 ん

だ。  生徒数， 進学率 ， 教職経験 な どの 属性   所属校の学習充実 ， 職場満足 ， 校内研修 ， 分掌 の 機能性 ，

協力体制 ， 管理職 の 指導力 な ど の学校組織特性   ス ク
ー

ル カ ウ ン セ ラー連携の 実践的課題 と期待感  ス

クール カ ウ ン セ ラ
ー連携後の有効度 。 質問紙調査 の結果 は， 教師 の 期待感 と同様 に 組織的支援活動が ，

ス クール カ ウ ン セ ラ
ー

連携 の 有効度 に 肯定的 に 影響す る こ と を示 した 。 最後 に ，将来の ス クー
ル カ ウ ン

セ ラ ー連携 に 関す る提案が行わ れ た
。
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ー

ワ
ード ：学校組織特性 ， 高校教師 ， ス ク

ー
ル カウ ン セ ラー，ス ク

ー
ル カ ウ ン セ ラー連携有効度 ，

組織的支援活動

問 題

　近年，学校生活に 不適応を示 す児童生徒の 数 は 増加

傾向に あ り， そ の ため の 日常的で組織的な対応 が急が

れ て い る 。 そ れ ら の対応 の ひ と っ と し て 平成 7年度か

ら始 ま っ た 文部省の ス ク ール カ ウ ン セ ラ
ー

派遣事業 が

あ る。 こ の 事業は，年 々 拡充し，開始当初に予 算約 3

億円， 派遣校約150校だ っ た もの が ， 平成11年度は ， 約

33億円 の予算 と約1600校 へ の 派遣 が決定 して い る 。 ま

た ，各都道府県 の 教育委 員会派遣 の カ ウ ン セ ラ ー事業

も推進 され て い る 。

　 そ れ ら の 実 践報 告 は，全 国規模 で は文部省 （1997，

1999）， 派遣校 ，
ス クール カ ウ ン セ ラ ー（山本，1998）な ど

に よ り行わ れ て い る 。 そ の 中で もス ク ール カ ウ ン セ

ラーに よ る最近 の 報告は
， 学校以外 の 専門家 に よ る客

観的な援助活動 の 評価 とい う視点 か ら，よ り多くの 示

唆 に 富ん で い る 。 こ の ような実践報告か ら教 師 と ス

ク ール カ ウ ン セ ラ ー
の 連携の あり方を検討す る こ とが

急務 で あ る。

　事業開始当初 は ， 教師 と ス ク
ー

ル カ ウ ン セ ラー
の 専

門性の違 い か ら くる連携の課題 が指摘され て い たが，

関係者が 試行錯誤 を重 ね る中で ， 着実に 連携の 効果が

現れ始 め た （文部 省，1999）。 こ の 連携 に 関 して ， 氏原 ・

村山 （1998）は ，

“
学校臨床心理士 が 学校 の 組織 や校務分

掌， 生徒指導係 り等の 役割や機能 に 精通す る よ う努力

し ， 教師と の連携 ， 協力体制・協力要請 の あ り方 を明確

に す る こ と （p，13）
”

を提言 し ， 鵜飼・鵜飼 （1997）， 村山・

1

　 旧　網走 南 ヶ 丘 高等学校 （筑 波大学 に て 研修）

　 現 　東 京農業大学

山本 （1995）も，
“
学校教育 の 中で ど の よ う な組織の 中に

ス クール カ ウ ン セ ラーが 位 置 つ い て い る か は ， そ の活

動 の 方針 ， 内容 ， 対象を決定 し て しまう こ とに な る（p．

46）
”

，

“
学校組織上 の 位置 づ け は ， 円滑に仕事を行 う上

で 重要 で あ る （p．142｝
”

な ど，い ずれ も ス クー
ル カ ウ ン

セ ラ ーが 学校組織 へ 関与す る こ と を重視 して い る。ま

た原田 （1997）は，
“

組織づ くりの 土台と し て教職員の 理

解をあげ ，
コ ーデ ィ ネーター

型教育相談 の 実践 （p．175）
”

を事例報告 し ， 学校組織へ の コ ン サル テ
ー

シ ョ ン （石隈

1998；大野 ，1997 ）が有効で あ る こ とが指摘され て い る。

　 こ れ まで の ス ク
ー

ル カ ウ ン セ ラー制度の導入 に関す

る研究に お い て は ，

“

学校 現 場 の 認識 と要望
”

（伊 藤，

1996），

“
教師 とス ク ール カ ウ ン セ ラーの 意識 調査

’
伊

藤
・
中村，1998），

“
教員の期待す る ス ク ール カ ウ ン セ ラー

像
”

（中島 。原 田 。草野 ・太 田
。佐 々 木 ・金井 ・蔭山，1997 ），

“
派

遣校教師の期待 と懸念の 変化
”

（武内・東・山本，1998），
“
ス

ク
ー

ル カ ウ ン セ ラーの 役割と期待
”

（三 浦，1997） な どが

あ り， 教師の 期待感 ， 懸念な ど の 意識調査 が報告さ れ

て い る 。

　 し か し ， こ れ らの研究報告で は ， 先 に 述 べ た学校組

織 へ の 関与を目指す上 で の 前提 とな る具体的な 「学校

組織特性」 の 関係 に つ い て触れ た も の は見 られ な い
。

調査対象校 の 学校属性 と して ，学校種，児童生徒数 ，

進学率 ， 教師属性 ， 年齢 ， 職種な どが調査 され て い る

だ け で あ る （伊藤，1996 ；伊藤 ら，1998 ；三 浦，1997 ；中島 ら，

1997；武 内 ら，1998 ）。 学校組織 へ の積極的な 関与を 重視す

るな らば，ス ク
ー

ル カ ウ ン セ ラー
派遣校の 「学校組織

特性」を調査 す る 必要 が あ る。

　 本研究 の 第 1 の 目的は ，
こ れ まで 研究 の な さ れ な
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か っ た 「学校組 織特性」に着目 し，学校経営学 の 知見

で あ る ， 教職員の 協力体制，分掌 の 機 能性 ， 職場 で の

満 足度 ， 校内研修の活発度，管理職 の 指導力 ， 学習充

実が ス クー
ル カ ウ ン セ ラ ーとの 連携に ど の よ うに 関連

す るの か を検討 す る こ と で ある 。 な お 本研究 で い う「学

校組織特性」は ， 「協働性（職 場 内で の 活 発 さ の 大小）」「職場

で の満足度」 （久富，1994） を要因と し ， さ ら に 「生徒指

導 と学習指導は相関的関係 」（八 並，1994 ） か ら 「学習充

実」 を加 えた 3要因 とす る 。 ま た 「教師 とス クール カ

ウ ン セ ラーの連携」は，「教 師 の ス クール カ ウ ン セ ラー

連携 に 関す る期待」，「教 師の ス ク ール カ ウ ン セ ラー
連

携 に 関す る 課題」（武内 ら，ユ998）を 要因 と し，さらに 「教

師が ス クール カ ウ ン セ ラ ー連携後 に 評価 した連携 へ の

姿勢 （組 織的支援 活動 と教 師 の評価 した 有効度 ）」を加 え た 3

要因 と する 。

　 と こ ろ で ， こ れ まで の学校経営学の 研究 （学校 風 土 研

究 学校組織文 化研究）に お い て ，「学校組織特性」との 関連

で教師の生徒理解 ・生徒指導 に関して ， ど の よ うな研

究が 行われ て い る の で あ ろ うか 。 ま ず ， 永井 （1997，　1981）

は ， 教師た ち が ， さ ま ざ ま な教育場面 で 意思決定す る

際 ， 教師が 自分 自身 の 経験や教育観 に よ る判断よ り も

周 りの 同僚 と足 並 み を そ ろ え る こ と を 重視す る傾向 が

ある こ とを明 らか に した 。 す な わ ち，教師の 教育活 動

を規定 す る も の と し て 「同僚 と の 調和 と い う規範」（同

調圧力）が存在す る こ と を指摘 して い る 。 そ の 後の研究

で 同調圧力は，「生徒 の 指導 内容 に関す る場面」で 強 く

影響 を与 え る （油布，1990）こ と が 報告 さ れ て い る。 こ れ

らの指摘を踏ま え る と ， 学校現場 で は教師個人 の判断

よ りも同僚 と足並 み をそ ろ えよう とす る同調圧力が 存

在 し （学校組織特性 の 特徴）， そ れ が 教師の 生徒理解・生徒

指導 に 影響 を与 えて い る可能性が あ る の で は な い だ ろ

う か 。 ま た，教師 に 働 く同調圧力 の観点か ら， 学校（小

学 校・中学校 ）を類型化 した結果 ， 個別の学校 ご と に職場

の 雰囲気 ・職場 の 教 師文化 （学校組 織特性 ）の 違 い が 存在

す る こ と （久 富，1994）も報告 さ れ て い る。他に ， 教育効

果を高め る 生徒指導の あ り方を分析 した結果 ， 「生徒指

導 の 明確 な 目標設定」， 「教師間の協働関係」， 「指導目

標の 共有化」， 「教師の学習機会」な ど学校組織特性 の

複数 の 要因が関連す る （八 並，1994）こ とが 報告 さ れ て い

る 。
こ れ ら の研究成果 か ら，生徒理解 ・生徒指導の場

面 に お い て教師の選択す る行動 は，学校組織 特性の 影

響を受け ， 現場 の 教師 に と っ て 初 め て の 経験 に な る で

あろ う ス クール カ ウ ン セ ラ ーと の 連携も ま た ， 学校組

織特性 の 影響 を受 け る こ とが予測 さ れ る 。

　次に ，学校組織特性 を調査 す る 上 で ， FIG［JRE ユに 示

学 校の 組織 特性 → 教 師とSC の 連携一
レ 教師の 評価 した SC 連 携の 有効度

組織特性 → 知覚化された → モ チ ベ ー
ション

ー
レ 行動 → 行動結 果

　 　 　 　 組 織特性

　 　 　 　 （組 織 風 ± ）

FIGURE　1　 本研究 で 仮定さ れ る要因 間の 関連

　 　 　 　 　 （SC は，ス クール カ ウ ン セ ラ ーを示 す ）

さ れ る 「組織特性 の 要因間 の 関連 （Litwin ＆ Stringer，
1968 ）」を参考 に 各要因 を検討 した 。 この 「組織風土 モ

デ ル 」は ，

“
技術や構造 ， 経営方針 ， リーダーシ ッ プ の

よ うな個々 の 「組織特性」 をアマ ル ガ ム と して ， 複合

的な モ ノ と し て メ ン バ ーが 「認知」 し ， そ の累積 と し

て 「組織風土」が 形成 さ れ る。つ ぎ に ， さ ま ざ ま の 「モ

チ ベ ー
シ ョ ン 」が それ に よ っ て 喚起 さ れ ， メ ン バ ーが

判 断 を下 し， 「行動．」が 促さ れ て ，「成果」が得 られ る

こ と に な る 佃 尾，1991，p．181）
”

と解釈 さ れ て い る 。 こ れ

は FIGURE　1 の 下段 に対 応 して い る 。

　本研究 で は ， 次 の よ う な 要因間関連 （FIGURE　1 の 上 段 ）

を想定 し ， ひ とつ の モ デ ル と して 検討 した 。
つ ま り ，

ス クー
ル カ ウ ン セ ラ

ー
派遣 校 で は ，

“
学習充実 ・協働

性 ・職場 の 満足度な ど個 々 の 「学校組織特性 」を ， 複合

的 な もの として教師が 「認知」し，そ の 累積 として 「知

覚化 さ れ た組織特性 （組 織 風 土 〉」が 形成 さ れ る 。
つ ぎ

に ， 教師の さまざまな「モ チベ ーシ ョ ン 」が そ れ に よ っ

て喚起 され ， 教師が ス クール カ ウ ン セ ラー連携の 場 面

で ，具体的 な判断を下 し 「行動 （ス ク
ー

ノレカ ウ ン セ ラー連

槲 」し ， 「行動結果 嗹 携の 有効 度）」が得 られ る こ と に な

る。
”

と予測 した。

　本研 究 の 第 2 の 目的は ，　 こ れ ら の 要 因問 の 関連 を ，

パ ス解析の 中で 検証す る こ とで ある。

　 ま た ， 先行研究 か ら ス ク
ー

ル カ ウ ン セ ラー未配置校

の 調査で はあるが ， 個人 属性で あ る「教職経験」と学校

属性 で ある 「進学率」か ら次 の こ とが 明 ら か に さ れ て

い る 。
三 浦 （1997＞ は ， 教職経験 が 長 くな る に つ れ て ，

ス ク ー
ル カ ウ ン セ ラー

へ の 教 師 の 必要性 （期待感 ）が低

くな る こ と を指摘 し，尾崎 （1994）の 「教 師の コ ン サ ル

テ
ー

シ ョ ン へ の 抵抗」に加え て ， 教職経験 と と もに 教

師 として の 自覚が つ くこ とが 背景 と し て 推察 され る 教

員文化 （学 校組織 特性）の 領域か らの 研究 の 必要性を提唱

し て い る 。 同 じく三 浦（1997）は，ス クール カ ウ ンセ ラー

に 対す る必要性は，「校種」「学校規模」で は差が な い が，

「進学率」に 着 目する と
， 「7U％以上」， 「30・−7 ％」， 「30％

未満」の 順 に 高 くなる こ と を報告し て い る 。 ま た，赤石
・

武内 ・穂坂 ・畠山 ・大野 ・河 野 （199D は，高校教師 の

意識調査 か ら生徒指導の 考え を類型化 し，20歳代 ・30
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歳代で は，勤務校の 「進 学率」に 生徒指導 の 考えが 規

定さ れ
， 非進学校で は 「生活指導型」に，進学校 で は

「放任型 1 に な り，40歳代以上 は ， 「教職経験」に 規定

さ れ る こ と を報告して い る。ま た，油布〔1990 ）は ， 「生

徒指導の あ り方に つ い て （不満が あ るが，同僚 の 考 え に黙 っ

て従 う とい う質問項 目）， 40歳代 を境に差異があ り， 教職経

験 の 浅 い 教師が ，異議 を唱え に くい 組織特性が学校現

場に あ る」 こ と を報告 して い る。以 上 の こ と か ら ， 個

人的属性で あ る 「教職 経験」 と学校 属性 で あ る 「進学

率」 は，教師と ス クール カ ウ ン セ ラーの連携 に ，関連

があ る こ とが考 え られ る 。

　本研究の 第 3 の 目的 は，こ れ らふ た つ の 属性か ら「学

校組織特性 」， 「教師 と ス クール カ ウ ン セ ラー
の 連携要

因」 を考察す る こ と で ある 。 な お ， 調査対象とな っ た

A 県で は
， 積極 的 な 教職員 の 人事交流 （都市 部 と郡部，大

規模校 と小規 模校） が進 め られ て い るた め ， 「教職経験」

は今 ま で の 教師成長 モ デル を参考 に した10年区切 りよ

りも短 い 5年 区切 りと し，よ り明確な差異を検討 した。

　文部省 （1997，　1999） の 報告 に もあ る よ うに ， 「カ ウ ン

セ リ ン グ機能 の 充実 の た め 学校体制 づ くり」 を 目指す

に は，派遣校の 「学校組織特性i」を現場 の 教師 との密

接な連携 と理解 の 上 に た ち，検討す る こ とが急務 で あ

る 。

　以上 の こ と か ら本研究 で は高校 の 学校組織特性 に 着

目 し
， 教師 と ス クー

ル カ ウ ン セ ラーの 効 果的な連携 モ

デ ル を開発す るため に ，学校 の 組織特性が 教師 と ス

クール カ ウ ン セ ラ
ー

の連携 似 下，SC 連携〉の 有効性を左

右す る重要な 要因で あ る とい う仮説 を検証 し，学校現

場 に お け る教育相談活動を さ ら に推進 さ せ る ため の 実

証 的な課題 を検討 す る こ と を 目的と す る 。

方 法

〈 予備調査〉

　目的   所属校の 学校組織特性 に 関す る質問 。   S

C 連携の 姿勢に 関 す る 質問 と SC 連携 に 関す る期待 と

課題 に関する質問項目の作成 と検討 。

　調査対象　 A 県教育相談研究会参加者 （高校教師 166

名｝

　調査時期　 1999年1月

　方法 ・ 手続 き　次 の 手続 きに よ り実施 さ れ た。

　「学校組織特性」は ， 先行研究か ら 「協働性 （職 場 内で

の 活 発 さ の大小 ）」， 「職場で の満足度」（久富，1994）を変数

と し，さ ら に 「学習充実」（八 並 ，1994 ） を加 えた 3変数

を設定 した。  の 質問項 目 は ， A 県54名の 高校教師の

自由記述 「あなたは，ご 自分 の 学校を ど ん な学校だ と

思 い ます か 。 どんな こ とで も結構で す ， 自由に記述し

て くだ さ い
。 思 い つ くこ とを箇条書 きに し，な る べ く

多 くお 願 い し ま す 」 か ら ， 回 答結果 を KJ 法 で 分類 し，

質問項 目を収集 し た 。 ま た ， 関連の文献で あ る組織評

価 （太田，1996）， ア メ リカ の 学校風土測定 （中留，　19　9．　4），

学校運営の満足度と職場 で の 交流 の 研 究 （油 布，1990 ）を

参考 に し質問項目を作成 した 。
こ の 質問項 目 に よ り，

高校教師 （166名） を対象 に 予備調査 を 実施 し た 。続 い

て ， 同答分布の 偏 り， 項 目の 相関な ど項目分析を行 い
，

極端 に 偏 っ て い る項目がな い か を検討 した。なお各尺

度の α 係数 は 「学 習充実 （α
＝，65月， 「職場 で の 満足度

〔α
＝．80）」， 「協働性 （α

＝．7ω」と な り ，

一
応 の 内的

一
貫

性が 認 め られ た。最後 に 教育 学専攻 の 大学院生 6名（現

職 教師 2名 含む）に よ り ， 質問項目18項 目の 内容的妥当性

が検討 され た 。そ の 結果，作成 し た質問項 目は ， 「学習

充実 （6項 目 ）」「職場 で の 満足度 （6 項 R）」「協働性 （6項

日）j の そ れ ぞ れ の 変数 に 当 て は まる こ と が 確認 さ れ

た 。以 上 の 手続 き に よ り，   「学校組織特性 に 関す る

質問紙 （18項目〕」 が作成さ れ た 。

　  の 「教師とス ク
ー

ル カ ウ ン セ ラー
の 連携」は，「教

師0）ス ク ール カ ウ ン セ ラー連携に関す る期待 」， 「教師

の ス ク
ー

ル カ ウ ン セ ラー連携 に 関す る 課題」（武内 ら，

1998） を参考 に し，さ ら に 「教師が ス ク ール カ ウ ン セ

ラ ー連携後 に評価 した運携 へ の 姿勢」 を加 えた 3変数

を設定 した 。 質問項目は ， 文部省の 「平成 7 ・8年度 ス

ク ール カ ウ ン セ ラ ー
活用調査報告」を 参考 に し ， 32高校

の報告書 か ら「SC 連携 の 期待」，「SC 連携の課題」， 「SC

連携 へ の 姿勢」に つ い て 項 目を収集 し，先行研究の 質

問項 目 （伊藤 ら ，1998）を参考に し， 教育相談担当 の 大学

教員，認定学校カ ウ ン セ ラー，教育相談担当の 高校教

諭 3名で字句の修正 を行 っ た 。そ れ ら の 質 問項 目 に よ

り ， 高校教師（166名）を対象に 予備調査 を実施 した。続

い て ，回答分布の 偏 り，項目の 相関な ど項 目分析を行

い
， 極端に偏 っ て い る項 目が な い か を検討 し た 。 な お

各尺度の α 係 数 は ， 「SC 連携 の 期待 （α ＝．78）」，「SC 連

携 の 課題 （α ＝．79）」， 「SC 連携の 姿勢 （α
＝、82）」で 内的

一

貫性 が 認 め られ た 。 最後に教育学専攻の 大学院生 6名

（現職教 師 2 名含 む） に よ り質問項 目28項目の 内容的妥当

性が 検討さ れ た 。 そ の 結果 ， 作成 した 質問項 目 は
， 「SC

連携の期待 （3 項 目）」， 「SC 連携 の 課題 （11項 目）」，「SC

連携 の 姿勢（14項 H）」の そ れ ぞ れ の 変数 に 当 て は ま る こ

と が確認 さ れ た 。 以 上 の手続 き に よ り  「SC 連携の 姿

勢 と SC 連携 に 関す る期待 と課題に 関す る 質問紙 （28

項 目）」が作成 さ れた 。

　 な お   は ， 「と て も当 て は まる」，「少 し当 て は まる」，
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「ど ち ら と も い えな い 」， 「あ ま り当て は まらな い 」，

「ま っ た く当 て は まらな い 」の 5件法 と し，  は 「と て

もそう思 う」， 「多少思 う 」，「あ ま り思わ な い 」， 「ま っ

た く思わ な い 」の 4 件法 とした。

　こ れ ら以外 に フ ェ イ ス シ
ー

トで は ， 性別 ， 教職経験

（5年 ご と 7択 ）
， 職名 ， 校務分掌， 課程 ， 学科，生徒数 （100

人 以下，101か ら 200人，201か ら 300人，30Lか ら 400 人，401 か

ら 50U 人，501 か ら 1000 人，1000人 以 上 ）
， 進学率 〔30％以下，30

か ら 70％，70％以．ヒ） を質問 した 。

〈本調査 〉

　調査対象　A 県の ス ク
ー

ル カ ウ ン セ ラー配置経験高

校の 教職員 （9 高校）。内訳 は ， 教諭 209名 ， 養護教諭 8

名，管理職 5 名，実習助手 9名の計231名 で あ る。

　調査内容　  所属校の学校組織特性 に 関す る質問18

項 目。   SC 連携の 姿勢に 関する質問 14項 目 と SC 連

携 に 関す る 期待 と課題 に 関す る質問14項 N の 合計28項

目 （以下 ス ク
ール カ ウ ンセ ラーを SC と記 す）

　調査手続き　ス ク ール カ ウ ン セ ラー
配置校 に郵送 ・

回収 。 回収率は 78％。

　調査時期　1999年 2月か ら1999年 3 月。

TABLE　l　組織特性 に 関す る11項 目の 因子パ タ ー
ン 行

　　　　 列 （プ ロ マ ッ ク ス 回転後）

質問項目 Fl　　 FZ　　 F3 共通性

第 1因子 学習充実 （a＝．76＞
A4 進路指導 に熱心で あ る

A3 学習指導 に熱心で ある

A2 生徒指導が少ない

A5 学校行事が盛んで あ る

第2因子　協働性 （a ＝．84）
C4職 員の 協力体制が あ る

C5 分掌が機能的で あ る

C3校内研修が活発で ある

Cl 管理職 の指導力が ある

第3因子　職場満足 （α＝．73）
B5 教師の や りが い が あ る

B2 生徒 に愛着が ある

B6 学校で充実感がある

園1− ；il

瀰 ll　ll
lli二1；i圏努

寄与率（％） 18．4 　　 17．4　　 17，5

因子 間相関 　 　 　 Fl 　　 F2
F2　　　 ，49
F3 　 　 ．50 　 　．46

TABLE 　2　 SC 連携 に 関 す る11項 目の 因子 パ ター
ン 行

　　　　 列 （プ ロ マ ッ ク ス 回転後 ）

F／　　 F2　　 F3　共通性

結 果

  調査尺度項 目に 関す る 因子分析

　因子分析 に先立 っ て   学校組織特性に関す る もの ，

  SC 連携に関す る もの 全質問項 目を，平均値，標準偏

差 ， 頻度 か ら検討 し た 結果 ， 分布 に 偏 り のある項目は

な か っ た 。 ま た ，すべ て の 項 目間の相関 も．70以 上 の項

目が な か っ た の で 全項 目が ， 因子分析 に か け ら れた。

　 まず ， 所属校の学校組織特性 （以 下，組織要因 と記 す ）に

関す る 18項目に つ い て 回答結果 を因子分析 （主因子 法，プ

ロ マ ッ ク ス 回 転）し ， 固有値の減衰状況を確認 し，十分 に

因子負荷量 〔．4D以 上 ） の得 ら れ な か っ た 7 項 目 を除外

し ， 再度因子分析を行 っ た と こ ろ ，固有値 1．00以 上 で ，

次の 3因子 が 抽出された （TABLE 　D 。 「進路指導に熱心

で ある」， 「学習 に 熱心 で あ る」， 「生徒指導が 少な い 」，

「学校行事が 盛 ん 」な ど学習に関わ る 4項 目か らな る

く 学習充実〉因子 ， 「職員の協力体制 が あ る」， 「分掌が

機能的 に 活動し て い る」，「校内研修 が 活発 で あ る」， 「管

理 職の指導力が 発揮さ れ て い る」な ど教員の協働体制

に関わ る 4項 目か らな る く 協働性 〉 因子 ， そ し て 「教

師 と い う仕事 に や りが い を感 じ る」， 「学校で 充実感 が

あ る 」，「生徒 に 愛着を感じ る」な ど職場へ の 満足 を表

わ す 3項 目か らな る く職場満足〉 因子 の 3 因子 が 抽出

された。こ れ ら 3 因子 の α 係数 は
，
TABLE 　1 に 示 す よ

うに ， ，76， ．84， ．73で あ っ た。

第 1因子　指導の 不一致予測 （α ニ．87）

靉 纛1團
第2因子　SC へ の 期待感 （a＝，79）
QI　 SC が今後 も必要で ある　　　　　．02
S3　SC に今後も期待 して い る　　　

一．06
Q7　SC の助言 を希望 して い る　 　　　．07

第3因子　組織的支援活動 （a ＝．71）
R6 保護者に 広報活動を実施 した　　 ．09
R2 生徒向け広報活動 を実施した　　

一．06
R7 事例 ・校 内研修実施を した　 　 一．08

．07　　
−．03　　　．73

−、13　　　　，1 　　　　．64
、03　　　　．O 　　　　．55
．04　　　

−．09　　　　．49
』4 　

−．01　 　．36

圜輸 ii
二li鬮 lii

寄与率 （％） 24．9　　　16．9　　　13．1

因子 間相関 　 　 　 Fl 　　 F2
F2 　　

−．32
F3 　 　

−．08 　 　．31

　次に ， 教師と ス ク
ール カ ウ ン セ ラ

ー
連携の 期待 ・課

題や 姿勢 （以下，SC 連 携要因 と記す〉を問 う22項 目 侑 効度

に 関わ る 6 項 目は 除外）に つ い て も因子 分析 （主因子 法，プ ロ

マ ッ ク ス 回 転）し， 固有値の 減衰状況を確認 し ， 十分 に 負

荷量 （，40 以 ヒ）の 得 られ な か っ た 11項 目 を除外 し再度因

子分析を行 っ た 。 以下の 3因子 が ， 固有値 1．00以上 で

抽 出され た （TA 肌 E　2）。 な お ， 28項目中 SC 連携 の有効

度に関わ る 6 項目は，次 の 主成分分 析 （
一

因子性確 認）に

用 い る た め 除外 して い る。

　まず 「学業不振生徒 の 進級 （卒業 ）が難 し くな っ た と
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き， 教職員 と SC の指導 方針が
一

致 し な い こ と が あ

る」， 「不登校生徒 へ の 援助 に つ い て 教職員 と SC の 指

導方針が
一

致し な い こ とが あ る」， 「非行 ・校則違 反 な ど

の 問題行動を起 こ し た 生徒へ の対応 で 教職 員 と SC の

指導方針が
一

致 しな い こ とが ある」， 「学業不振生徒へ

の 対応で教職員 と SC の 指 導方針 が 一致 し な い こ と が

あ る 」，「不登校傾向の 生徒が ， 定 め ら れ た 出席 日数 に

足 りな い と き教職員 と SC の指導方針が
一

致 しない こ

とが あ る 」， な ど指導 の 不
一致に 関す る 5 項目か らな

る く 指導不
一

致予 測 〉 因子 ， 「SC が 今後 も 必 要 で あ

る」，「SC に今後 も期待す る」， 「SC の 助言 を今後 も期

待す る」な ど，こ れ か ら も SC に 期待す る 3項 目か ら な

る 〈 期待感 〉 因子，「事例研究会や校内研修会 が活発に

行わ れ た」， 「保護者 に 対 して 教育相談や SC に つ い て

の 広報活動や 紹介を積極的 に 行 っ た」， 「生徒 に 対 し て

教育相談や SC に つ い て の広報活動や 紹介を積極的に

行 っ た 」 な どの 3 項 目か ら な る く 組織的支援活動 〉 因

子 な ど 3 因 子 抽 出 さ れ た。そ れ ぞ れ の α 係 数

は，．87，．79，，71で あ っ た 。 ［組織要因］［SC連 携要因］

と もほ ぼ 十分 な 信頼性 が確認さ れ た。

  SC 有効度 と［組織要 因］匚SC 連携要因］得点間の相

関

　 SC 連携の 姿勢で ， 効果に関す る質問項 目「校内 に お

ける相談活動 の 組織 づ くり と運営で効果が あ っ た 」，

「生徒に対す る相談活 動 で 効果 が あ っ た 」，「教職員 の 生

徒 に 対す る理 解で 効果があ っ た」， 「教職員 に 対 する助

言 で 効果 が あっ た 」，「保護者 に 対す る 助 言 で 効果 が

あ っ た」， 「教職員 の 相談資質 の 向上 で効果が あ っ た 」

な ど 6項 目を， 主成分分析 した結果，い ずれ も0．68以

上 負荷し て い る こ とが 認 め られ，一
因子性 が確認 さ れ

たの で ，6項 目の 有効性 に 関す る得点の総和を「SC 有

効度」（6点 か ら 24点 ） と し た。各下位尺度間 の 相関を

TABLE 　3 に 示す 。 5 ％水準で 正 の 有意 な相関 を示す の

は 「協働性」と 「組織的支援活動」（r＝．27）で あ り，弱

い 相関 で あ る。 1 ％水準 で 正 の有意 な相関を示す の は，

TABLE 　3　各下位尺度間お よ び SC 有効度の相関

学習充実　職場満足　憶働性　不
一致予測　期待感　組織的支援活動　SC有効度

次 の よ う に な る 。 「学 習 充 実」 と 「職 場満 足」（r＝

．46＞， 「学習充実」 と 「協働性」 （ア
・・、42），「職場満足」と

「協働性」（r ＝．38）， 「組織的支援活 動」 と 「SC 有効度」

（r ＝．5D で ，い ずれ も中程度の相関で あ る。同じ く， 「学

習充実」と 「SC 有効度」（r ＝．21）， 「協働性」と 「SC 有

効度」（r ＝29）， 「期待感」と 「組織的支援活動」 （r ＝．28）

は弱 い 相関を示 し， 「期待感」と 「SC 有効度」 （ア ニ．65）

は 強 い 相関 を示 し た 。 また ， 「不
一

致予測」 と 「SC 有

効度」 ｛r＝−26），「不一致予測」と「SC 有効度」（r ＝一，21）

は ， 負 の 弱 い 相関を示 した。

  SC 有効度 と各要因と の関連

　各要因間 の 関係 を さ ら に 明確に す る ため各得点 を，

平均 0 ， 標準偏差 を 1 に 標準化 し，そ の SC 有効度の 平

均得点 鰾 準 因子得点）を基準 として高群 ， 低群に 二 分

し ， 2群間の 差 を検定 し た。「学習充実」，「協働性 」，

「職場満足 」，「不一致予測」， 「期待感」， 「組織的支援活

動」の 6要因 すべ て に つ い て 2群間に有意差 （それ ぞれ

t ＝ 2．06，p〈．D5 ；t
＝3．59，　p＜、OOI　；t＝2．50，　p＜．el ；t＝3．36，1）く．001；

t＝8．53，P〈． Ol；t＝6．37，　pく．OUI）が得 られ た 。 「不
一

致予測」

は，低群 が 高得点で あ っ た が，残 りの 5 要因は す べ て

高群が高得点で あ っ た 。 「組織要因」， 「SC 連携要因」

の 得点プ ロ フ ィ
ール を FIGURE　2 に 示す。群 間 の 差 の 大

き さ を比較 す る と，「期待感」， 「組織的支援活動」， 「不

一
致 予 測」の 順 に な り，続 く 「学 習 充 実」， 「職 場満

足」， 「協働 性」は 同 じような差 に な っ て い る。
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＋ SC 有効 度の 因子別 度化 高 群 〔H）｝
一冒
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　 ．．．

職場満足 協 咋

　　 　 　 　　 　，づ
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●
「「
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　　　　　　　一．．一一一

学習充実

職糒 足

關 性

不
一
致予測

鵬 感

繍 的趨 活動

SC有効度

45甲，　 4！‘嚀　　 ．16°

　 　 ．38‘‘　　 、田
　 　 　 　

．、四

．32

．07
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F ［GURE 　2　 SC 有効度 の 因子別変化

  本研究で仮定す る要因間の 関連 とパ ス ダイアグラム

　組織要因，SC 連携要因 ，
　 SC 連携の有効 度 とい う 3

つ の 関連 を検討 す る た め に ， FIGURE　1の よ うな 逐次 モ

デル を構 成 した 。 こ の モ デル は Litwin　 ＆　 Stringer
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（1968＞の組織風土 モ デ ル を参考 に して い る。重回帰分析

を繰 り返 し行う こ と に よ りパ ス 係数 を求 め た 。 5％水

準 まで 有意な パ ス を示 し，その 結果が FIGURE　 3で あ

る 。

TA 肌 E　4　下位尺度得点 の 教職経験 ・進学率別平均点

掌 習 充実

穿 で
緯 梨・

．52
職 場満足 一一一一→ 　期待感　　　一 レ SC 連携の 有効度

協 働 性 ＼ 緬織 ／
♂

（R ＝J3　 ＃ D

　 　 　 　 　 　 （R ＝、22　＊＊）　　　　　　 ＊p ＜ ．05，＊＊ p く 01，　1 − p ＜ ．OO1

FIGURE　3　 ス クール カ ウ ン セ ラー配置校 の パ ス ダイ

　　　　 アグ ラ ム

　パ ス 解析 を行 っ た結果 ， 組織要 因の 職場満足か ら

SC 連携要 因 の 不
一

致予測 へ 1％水準で負 の パ ス が 見

られた 。 同 じく期待感 に は 5％水準 で 正 の パ ス が見 ら

れ ， 組織的支援活動 に は 1％水準 で 正 の パ ス が見 られ

た 。 な お 学習充実，職場満足 ， 協働性の変数問 に は そ

れ らの 単相関 の 高さ か らも， 多重共線性 の 問題 をパ ス

解析の解釈 に は考慮 し な ければな らな い 。SC 連携 要

因の うち期待感 と組織的支援活動 か ら SC 連携の 有効

度に 0．1％水準 で，正 の パ ス が見 られ た 。 不
一

致予測 か

ら は SC 連携 の有効度へ の パ ス は 見 ら れ なか っ た。そ

の結果 ， 期待感 ， 組織的支援活動 が
， SC 連携の有効度

に有意な 正 の 影響力 （説明率 53％） を持 つ こ とが 明 ら か

に さ れ た。

  ［組織要因］［SC 連携要因］に つ い て教職経験 ， 進

学率を 2要因 とす る分散 分析結果

　下位尺度 得点 の 平均値お よ び標準偏差 を TABLE 　4

に 示す 。 教職経験 （1− 5年，6− 10年，11−−15年，16− 20年，
21・−25年，26 − 30年，31年以 E＞と進学率 （3 ％以 下，30−−70％，

70％ 以 上 ） を 2 要因 と す る分散分析を行 っ た と こ ろ，組

織 要因 3 因子す べ て が ， 教職経験 と進学率の 主効果が

有意 で ， 交互作用 は，協働性 の み 5 ％水準 で 有意 で あ っ

た 。 SC 連携 要因 に つ い て は ， 不
一

致予測の み が ， 進学

率 の 主効果 が 有意 で ， 交互作用は見出さ れ な か っ た。

そ れ らの 結果 を TABLE 　5 に 示 す。

　さ らに 教職経験別 ， 進学率別 に Tukey 法 で 多重比

較 した と こ ろ 「学習充実」 で は，教職経験 31年以上 と

次 の 6 − 10年，11− 15年 ，
16− 20年の そ れ ぞ れ の群で

5 ％水準 で有意差 （6−20年く 31年以 上）があ っ た 。 進学率

に お ける 3群 間 で は ， 5 ％水準で有意差 （3e％以 下 く 30
−70％ ＜ 70％ 以 上 ）が あ っ た 。 「職場満足」で は，教職 経験

26− 30年ま で の群 と 6 − 10年の 群 で 5 ％水準 で 有 意差

学習充実 職場満足 齲働性

教職経験

1−5年
進学率
30％以下

3D−70％
7眺 以上

口（人）
131012

平均値

2．4呂
3，053
，69

標準偏差

　1，．83
　1，、86
　 ，44

L

陶 値

3．104
，1〕03
，Bl

標準偏差

　 1．21
｛〕．670
．8：

平均値

2，ア12
，7呂
2，囲

標準偏差

o，69
　0．68
　0．66

6−10年 3［［％以下

31｝−70％
70％以ヒ

3 

218
2．543
，193
，66

o、4呂
o．630
，35

3、35
呂．223
，醸

1，，70
，倒
o．59

2．583
』1Z
．91

o，6，
o．‘lO
、60

11−15年 30％以下

30−70％
70％以上

921162．‘72
．563
．69

o，590
，呂30
．5お

3．1ア
3，493
，92

1．050
、960
、74

2，go3
．712
．9δ

o，530
，750
，39

16−2 年 30％以下

30−70％
了眺 以上

712112，252
，533
．75

0．760
．s20
，55

2．913
．2呂
3．ア6

o．δ91
． 7D
，63

2712
δ32
，呂9

0370
，720
，53

21−25年 3皖 以下

30−70％
7幌 以ヒ

77122B23
、oo3
、52

1，loO
．540
．40

2，F63
，433
、呂5

o．おlO
．710
．66

3，963
．542
，77

D．60D
．71D
．43

26−30年 繃 以
．
1・

30−70％
70％以上

467 2．443
．333
．呂9

O、550
，510
．52

3．924
 04

．24

0、5Do
．7δ

〔1，60

3．【［ 
379

胴 3

O，710
，37i
〕，35

31年以上 30％以下

30−70％
70％以上

9910 3、O 
3、613
．呂5

D．呂50
、630
、43

3．453
．894
．03

o．呂30
、750
．663

，193
．茜93
．10

o．640
，75u
，59

不
一
致予測 期待感 組織的支援活動

教職経験

1−5年

進学率

30％以下

307 ％
7喘以上

n〔人〕

131
 

12

平均値

2．512
．1呂
2．32

標準偏差

o，640
，530
，29

平均値

3，333
，573
，35

標準偏差

o，了1
　臼，51
　0．52

平均値

2．692
．702
，42

慓準偏差

　o．52
　〔1．τ3
　0，57

61睥 30％以下

30−70％
70％以上

2D21s2．152
．152
．15

O．54
 ．390
．14

3，473
，573
、54

o，740
．550
．56

2．5臼
2．732
．83

o．730
．540
，5D

11−15年 3 ％以下

30−70％
7 ％以．ヒ

921

ユ6

1．B92
．132
，1E

0．440
．410
．59

5．733
、103
．40

o，38
 ．560
．53

2．932
，732
，呂9

O．560
，520
，59

16−20年 罰％以ド

器1〕一了o％
7眺以上

712112．加
1．752
．29

O，5呂
o，550
．2呂

3．623
．193
，30

o．450
．730
、ε9

2．522
．942
、53

O，450
．740
．61

2125年 30％以下

30−70％
70％以上

77112』Dl
，971
．44

o，790
．470
，49

3．器
3．333
，尋2

O．640
，750
．47

2．672
、go2
，δ3

『64
臼．50
『46

26−3麻 3嘱以下

30−7嘱
了o％以上

457 2．oo2
．302
．3D

1．川lo
．600
．413

，223
，063
．24

o．呂40
，650
，57

2．673
 62

，呂6

0270
．74054

31年以上 30％以下

30−711％
アo％以上

呂

910
2  517

↓

2、44

0．5δ
0．560
．51

3，253
．333
．27

D．940
．53

。．3詔

2，753
，253
，07

D，610
，530
，57

（6−10年 く26−30 年 ）が あ っ た 。進学率 に お け る 3 群間で

は ， 5 ％水準で 有意差 （30％以 ド＜ 30−70％ 〈 70％以上 ）が

あ っ た 。 「協働性」で は， 6 − 10年，11− 15年 ， 16− 20

年 まで の それ ぞれ の群 と31年以上 の 群間で は ， 5 ％水

準 で 有意差 （6
−2  年く 31 年 以 ヒ）があ っ た 。進学率は， 2

群 間 で 5 ％水準で有意差 （30％以 ド〈 30−70％） が あ っ た。

「不
〜

致予測」で は ， 進学率30− 70％，70％以上 の 2群

間で ， 5％水準で 有意 差 （3070 ％ く 70％ 以 上 ） が あ っ た 。
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TABLE 　5　［組織特性要因得点］，［SC 連携要因得点］

　　　　に つ い て教職経験 ， 進学率 2 要因 と す る分 散

　　　　分析結果

主効 果 交 bl作用

学習充 実

職場満 足

協働性

不
一
致 予測

期 待感

組 織的支援活 動

教職経験

2．83串

2．20，

5．34，i 串

　 η．s．

　 呪．5．
　 tl．∫．

進学 率

49，2〔［
＊序事

11．05ホ 串 ホ

4，62＊

4，42半

　 7？，，∫．
　 n ．s．

n ．5．
” ．s，
1．96宰

アz．s、

n．s．
tt，s．

考

’pく．〔，5，　寧 ．

♪く，Ol，　
＊宰’

p〈．   1

察

学校組織要因と SC 連携要因の 関連

　学校 の 組織要因 と SC 連携要因と の 関連 を検討 する

と ， ま ず組織要因 として は，因子分析 の 結果 「学習充

実」，「協働性」， 「職場満足」が抽 出 された が ， 「学習充

実」因子 は，「生徒指導 が 少 な い 」， 「学校行事 が 盛ん で

あ る」 と い う項 目が 含 まれ ， 学習活動が教科指導だけ

で な い こ と を 示 唆 し て い る。また 「協働性」因子 に は ，

「管理職 の指導力が 発揮 さ れ て い る」 と い う項 目 もあ

り， SC 派遣事業，研究指定校な どに関して の管理職 の

指導力も 「協働性」に 関連 し て い る こ とが わ か る。「職

場満足」因子 は ， 職務特性で ある教師 と して の アイデ

ン テ ィ テ ィ と職場で の 充実感 がある こ とが うか が え る。

それ らの 因子 は ど の よ うな 関連が あ る の だ ろ う か 。

　組織要因は下位尺度間 で ， それ ぞ れ中程度の相関が

あ り ， 「協働 性」は 「組織的支援活動」 と弱 い 相関が あ

り， 「有効 度」 に も弱 い 相関が あ る 。

　 SC 連携要因 は，「不一一一一致予測」と 「組織的支 援活動」

で は相関が見られな い が
，

そ れ以外 の 要因間 で は ， す

べ て相関が 見ら れ る 。 特に ， 教師の 教育観 お よび学校

教育相談 の 考 え方 に 関わ る で あ ろ うス ク
ー

ル カ ウ ン セ

ラーへ の 「期待感」は，「SC 有効度」に大 き な相関を示

し ， 次 に 「組織的支援活動」が 中程度の相関を 示 し た 。

こ れ ら の相関関係か ら ， 組織要 因の 影響 力 は SC 連携

要因 の 影響力よ り も弱い が ， 本研究の仮説で ある教師

と ス クール カ ウ ン セ ラー連携 の 有効性 を左右 す る 重要

な 要因で あ る こ とが示 された 。

SC 連携の 有効度

　 SC 連携が 有効 で あ っ た と 回答 した教師 （高 い 群）と そ

うで な い 教師 （低 い 醐 の組織要因， SC 連携 要因 の 回答

に お け る差異 は何で あ ろ うか。両者 の 差異 を検討す る。

SC 連携有効度 の 高 い 群 ， 低 い 群 との 差 は ，
　FIGURE 　2 に

示す よ うに ，組織要因 に つ い て は ， 有効度の高い 群 が，

低 い 群 よ り も高得点 に な る。同 じ く SC 連携要 因 に つ

い て も， 有効度 の高い 群 が ， 低 い 群 よ りも高得点に な

る が ，「不
一

致予測」の み プ ロ フ ィ
ー

ル は逆 転 して い

る。標 準得点 の 組織要因 に お け る差の 大 き さ は
，
．40前

後 で あ り，「期待感」「組織的支援活動」の差は ， それ

ぞ れ 1．OO，
　．70近 くに な る 。

こ れ は
， 最近 の ス クール カ

ウ ン セ ラー派遣事業で の 実践者が報告 して い る 「学校

の 組織へ の 積極的な関与の 重要性」 とも
一

致 して い る。

すなわ ち ， 日常の 教育活動 の 中で ， 「保護者に対 し て教

育相談や SC に つ い て の 広報活 動 や 紹介を積極的に行

う 」，「生 徒 に 対 し て 教育相談 や SC に つ い て の 広報活

動 や紹介 を積極的 に 行 う」， 「事例研究会や校内研修会

を活発に 実施 す る 」 こ と，言 い 換え る と よ り多 くの情

報発信 ， 情報共有 ， 信頼関係の 構築 が
， 近年 の 実践者

の 報告に あ る よ う に有効で あ る こ とがわ か る。伊藤

（1997）の 述 べ て い る 「学校全体 が 相談活動の勉強を積極

的に 進 め よ うとい う雰 囲気 を持 ち，教師が 互 い に情報

交換で き る気風が あ る こ とも重要な促 進条件 に なる と

い える」 とも
一致した 。

パ ス 解析 とモ デル の 妥当性

　 FIGURE　1 に示 さ れ る よ うな
一連 の 連鎖 の 中で ，組織

要因 ， SC 連携要因 ，
　 SC 連携有効度の パ ス 解析を検討

す る。組織風 土研究 （Litwin ＆ Stringer，1968） の組織風

土 モ デル か ら， 次 の よ うな こ と が 明 ら か に さ れ た 。 多

重共線性の 問題 か ら 「職場満足」 を説明変数 と して 用

い た が，「職 場満足」か ら 「不
一

致予測 」「期待感 」「組

織的支援活動」へ の パ ス を考え る と数値が低 く （そ れ ぞ

れ 標準偏 回帰係数 は，．．24，重相関係tw　R ；．26　p＜0．〔11；．15　R ＝，15

Pく． 5 ；．22RF ．22 ρく，0】），
モ デル の信頼性 に 問題 が 残 る と

思われる。これ は，田尾 （1991）の 「組織風土 の 測定上

の 問題 と し て 構成員 の 満足度 と高 い 相関 （職場 満足 と 学

習充実，協働性 は それ ぞ れ r ＝．46df ＝228　p〈、001 ： r ＝・．38　df ＝

229P 〈．OO1＞が あ り， 測定尺度が洗練さ れ なければならな

い 」た め で あ り， 多 重 共線性 の 問題 を考慮 し て お く必

要が あ る 。 次 に 「期待感」，「組織的支援活動」か ら「SC

連携の 有効度」 に は ， 強 い 影響力 が確認 さ れた。今後，

組織要因 ， SC 連携要因 ，
　 SC 有効度 の 三 者の 関係 を よ

り明 らか に す る こ と で モ デル の妥当性を高め て い く必

要が あ る 。

各要因 と教職経験 ・進学率の 関連

　 SC と の 連携を進 め る上 で ， 教 師の 教職経験 と学校

の 進学率に お い て は ， ど の よ うな差異が あ る の で あ ろ

うか 。 まず， 「期待感」， 「組織的支援活動」と も学校属

性 と し て の 進学率，個人属性 と して の 教職経験 と明 ら
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か な違 い は見 ら れ な か っ た 。こ れ は ，
い わ ゆ る進学校，

非進学校 と言わ れ て い る もの と は 無関係 に ，そ して 教

職経験 と は無関係 に SC へ の 「期待感」が あ り，
　 SC と

の 「組織的支援活 動」が行わ れ て い る こ とが 明 らか に

な っ た。なお 先行研究で は，三 浦 （1997）が SC 配置未

経験校で は あ る が ，「進学率が低 い ほ ど期待感が 高い 」

と報告し て い る。A 県 SC 配置経験校 に お ける今 回の

調査 で は ， そ の差異は認め られな か っ た。一
方 ， 組織

要因に は ， 進学率 ・教職経験 が 関連 し， 特に 「学習充

実」は ， す べ て の 教職経験 の群で ， 進学率が 高い ほう

が 高得 点を示 し，同じ よ うに 「職場満足」 も16年以 上

の 群 で ， 進学率が高 い 方が 高得点を示 した 。な お 現 場

の教育活動の 中心的課題 に な る で あ ろ う 「協働性」 は ，

教職経験 1年か ら20年 目 （20歳代 ・30歳代 ・40歳代前 半） ま

で ，平均得点2．8前後 で あ り ， 21年を 超 える （40歳代後半・

5〔〕歳 代） と3．3前後に増加す る。 こ れ は
一
例 と して同

一

校で の 勤務を仮定す る と，初任者 ， 中堅 層 の 前半 の 年

代は，「職員 の
’
協力体制」， 「校内研修 の 活発 さ」， 「分掌

の 機能性」， 「管理 職の指導力」 を低 く評価 し， 中堅層

の 後半の 年代か ら は 高 く評価して い る こ と が わか る 。

視点を変 えると，所属校で の 学校組織 と し て の 教育相

談実践 の 危機感 の 程度 （ス ク
ー

ル カ ウ ン セ ラー連 携 へ の 意

識）が ， 教職経験に よ っ て 異 なる こ とが うか が え る 。 こ

れ は ， 三 浦 （199S）の 「教職経験 が長 い とス クー
ル カ ウ

ン セ ラ ー
へ の 期待感が 低 くな る」， 赤井 ら q99D が 明 ら

か に した 「生徒指導の 考え は，20歳代 ・30歳代 の 教師

群 （進学率 に 規定 され る） と40歳代以上 （教職経験 に 規定 され

る 〉の 教師群 で 異 な る 」 こ と と も関連 し て お り， 油布

（1990）の 「生徒指導 の あ り方は，40歳代を境 に して 差異

が あ り，経験者に対 し て 異議 を 唱 え に くい 組織特性が

あ る」に関連 し て い る。学校 の 「協働性」を外部の専門

家で ある SC や校 内 の 担 当者が．ア セ ス メ ン ト 瞠 校診

断）す る 際 ， 学校属性で は 「進学率」，個人属性で は 「教

職経験」が ， 1 つ の指標 とな る こ とが示唆 され た 。

組織的支援活動の 重要性

　従来 は，教師 とス ク ール カ ウ ン セ ラ ーの連携が 繰 り

返 し叫ばれ なが らも， どの よ うに して 連携 す れ ば よ い

の か は 示唆 さ れ て こ な か っ た。本研究 で は ， 学校の組

織特性が ， 連携 の 有効性 を左右 す る重要 な要因で は な

い か と予測 し， こ れ を検 討 し た と こ ろ ， そ れ が 確認 さ

れ た。具体的 に は ， 教 師個人 の ス クール カ ウ ン セ ラー

へ の 「期待感」と同様に 「組織的支援活 動」，つ まり厂保

護者 に 対 し て 教育相談 や SC に つ い て の 広報活動や 紹

介を積極的に行う」， 「生徒 に 対 して 教育相談や SC に

つ い て の 広報活動や紹介を積極的 に行 う」， 「事例研究

会 ・校 内研修会 を活発 に 実施す る」こ と の 重要性が 示唆

され た 。

　 すなわ ち，現段階 で の ス クール カ ウ ン セ ラー
の 短い

時間で の 勤務 （週 1回 か ら 2 剛 を考慮する と，教師自身

の 価 値観 （期待感 ・不一
致 予測 ）， 学校の 組織特性 （学 習充

実・職場 満足 脇 働性 ）に 着 目 し なが らも， よ り広範な 「組

織的支援活動」 を展開 して い くこ とが ， 連携 に 際 して

有効で ある こ とが示唆 さ れ た 。

　今後 は ， 学校の組織特性 と教職員 の 構成の 関連が ど

の ように な っ て い るの か を個別 の学校 に お い て エ ス ノ

グ ラ フ ィ
ー的な 調査 藤 出 ・油布 ・酒井 ・秋 葉，1995） をす

る こ とが 必要 で あ る 。 また 教職員 の 構成 ・異動 と組織

特性が ， どの よ うに関連が あるの か 縦断 的 に研究す る

必要 が あ る 。 さ ら に
， 小学校 ・中学校な ど学校種の 違

い も検討 されなけれ ばな らな い 。 現場 の 教師 と研究 者

の 密接 な連携 と理解の 上 に 立 っ た今後の 研 究が待た れ

る 。

　 さ ま ざ ま な困難 を抱 え る教育現場で は，ス ク
ー

ル カ

ウ ン セ ラ ー連携 の 担当者が ， 貴重 な実践 を 展開して い

るが ， そ の担当者を支える研修 プ ロ グ ラ ム と し て伊藤

（1997） の 提案す る よ うな 「研修 内容 の 多様化 ・複線化」

が 必要 と な る。本研究 か ら， そ れ ら の プ ロ グ ラ ム の ひ

と つ と して ， 従来の個別対応に お けるカ ウ ン セ リン グ

技術 と と もに 「担 当者が ， 学校 組織特性 をア セ ス メ ン

ト し ， そ の ダイナ ミ ズ ム を積極的に引き出す こ と」 が

考え られ る で あ ろ う。具体的に は ， 関係者間の 情報の

共有 か ら くる信頼関係づ くりが あ り，情報 の 発信 ， 情

報の 管理 ， 情報の共有 ， 保護者 ・生徒 へ の情報開示 が

重要に な る 。 連携の 担当者 は，教 師と ス クー
ル カ ウ ン

セ ラー
の 連携 をよ り有効な も の に するため に も， 校内

研修，学年会議 ， 分掌会議，職員会議，校内組織 づ く

り， 学校行事，各種連絡会議 ，
PTA 活動 ， 各種通信な

ど多面的な実践 の 中 で の組織的展開をマ ネ
ージ メ ン ト

する こ とが求 め ら れ る で あ ろ う 。

　文部省の ス クール カ ウ ン セ ラ ー
派遣事業は ， 6 年目

を迎 え ， 教育委員会単独 の 派遣事 業 も各 自治体で展開

さ れ て い る。また教育資源 と し て ス クー
ル カ ウ ン セ

ラ ー
派遣以 外 に も， 教員免許を持た な い もの （届 出制）

が ，生徒 の 前 に 立 つ こ とが で き る 。 さ ま ざ ま な教育 実

践 が 有効 に展開さ れ る ため に も， 学校組織の ア セ ス メ

ン ト（学 校診 断）， 学校組織 の ダイナ ミ ズム な ど学校組織

特性 の 課題を よ り多面的 に検討 し て い か な け れ ば ら な

い o
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瀬 戸 ；高校 の 学校組織特 性が 教師と ス ク
ール カ ウ ン セ ラ

ー
の連携 に 及 ぼ す影響
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224 fi ff b  mp eMn  n48 ts M2-

            Influence of  Organdeational Characten'stios on

                     High School Counselors' Efficaay
KLtwcllr SEIo  r7t)Kyo (beluiRslTy oF  AcRJc-TLva)  J4mptEsE jormAutL oF  E{)uculTlcr"4L ils}'cHof.oG}: 2000.48, 215-2124

  The  purpose  of  the present study  was  to explore  the efficacy  of  high school  counselors.  231 teachers  from
9 high schools  at  which  part-time  school  counselors  had worked  completed  questionnaires  covering  4 topics:
(1) attributes  of  the school  (e,g., number  of  students),  (2) organizational  characteristics  (e,g,, a  sense  of

fulfillment in teaching), (3) the teachers' expectations  for the school  counselors'  work,  and  (4) the efficacy  of

the school  counselors'work.  Analysis of  the questionnaire  results  suggested  that teachers' expectations  and

systematic  supporting  activities  influenced the efficacy  of  the school  counse]ors'  work.  Finally, some

recommendations  for enhancing  the efficacy  of school  counselors  were  discussed.

   Key  Words  ; organizational  characteristics,  high school  teachers, high schoel  counselors,  efficacy  of high
school  counselors,  systematic  supporting  act{vities
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